
 
                  令和５年１月１日 

       建設局技術管理課 

                   財政局契約管理部契約課 

 

  

 

建 設 業 法 施 行 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 （ 令 和 ４ 年 政 令 第 ３ ５ ３ 号 ） に よ

り 、 令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 か ら 特 定 建 設 業 の 許 可 、 監 理 技 術 者 の 配 置 等 に 係 る

金 額 要 件 が 以 下 の と お り 変 更 と な り ま す 。  

ま た 、 令 和 ４ 年 １ ２ 月 ３ １ 日 ま で に 契 約 し た 工 事 の 工 期 途 中 に お い て 、

政 令 施 行 後 に 技 術 者 の 途 中 交 代 （ 監 理 技 術 者 → 主 任 技 術 者 ） を す る 場 合 、

専 任 技 術 者 を 非 専 任 に 変 更 す る 場 合 に は 、 建 設 業 法 第 ４ ０ 条 に 基 づ き 、 配

置 技 術 者 の 氏 名 や 専 任 の 有 無 等 が 記 載 さ れ た 標 識 を 速 や か に 修 正 す る 必 要

が あ り ま す 。  

 

●変更事項 

※（）内は建築一式工事の場合 

 

 

建 設 業 法 施 行 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 （ 令 和 ４ 年 政 令 第 ３ ５ ３ 号 ） に つ

い て は 、 国 土 交 通 省 Ｈ Ｐ に も 掲 載 さ れ て い ま す の で 、 ご 確 認 く だ さ い 。  

【 国 交 省 Ｈ Ｐ 】  

https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo13_hh_000001_00139.html 

内容 現行 改正後 

特定建設業の許可・監理技術者の配置

が必要となる下請代金額の下限 

４，０００万円 

（６，０００万円） 

４，５００万円 

（７，０００万円） 

主任技術者及び監理技術者の専任 

を要する請負代金額の下限 

３，５００万円 

（７，０００万円） 

４，０００万円 

（８，０００万円） 

特定専門工事の下請代金額の上限 ３，５００万円 ４，０００万円 

建設業法施行令の改正による技術者の配置要件等の変更について 

 

https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo13_hh_000001_00139.html

